ヘルパー・介護労働者は手をつなごう！！　　　　　　　　　
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「介護保険改悪１年」こんな理不尽許さない！今こそみんなで見直そう

第５回ヘルパー全国学習交流集会開催

第５回ヘルパー全国学習交流集会が１０月１日、東京で開かれ、約２００人が参加しました。全労連や中央社会保障推進協議会などの実行委員会が主催。介護保険制度改悪一年の影響を検証するとともに、制度改善をめざして利用者、事業者、労働者との共同の運動を広げることを呼びかけました。午前の全体会に続き、午後は改悪の検証や地域の運動交流などをテーマに４つの分科会を開きました。
　昨年１０月の介護保険制度改悪によって、①一部施設の食費と居住費の自己負担化②予防給付の新設、軽度者からの福祉用具取り上げ、訪問介護の利用制限──などが進んでいる。全体会で中央社保協の山田稔事務局長は、改正によって制度を利用できなくなったりサービスを制限されたりする高齢者が続出していると基調報告。一方、ヘルパー労働者などは低賃金や雇用不安に苦しめられ、予防給付サービスが低額のため事業者も困っていると述べました。
　同事務局長は安倍新政権が改悪路線をさらに進めようとしていると指摘、「改悪の影響が広がるなか、制度改善を求める声が全国で大きなうねりとなり始めています。このうねりを一つにつなげよう」と強調しました。「利用者、労働者、利用者や家族など介護にかかわるあらゆる人が一緒に声をあげることが大事」と訴え、労働者を労組に迎え入れ、労働条件改善を求めることなども提起しました。

●組織化で労働条件改善／分科会で運動交流
　「元気に仕事をするために～地域での運動交流」をテーマとする分科会では、介護関係労働者を労組に組織し、労働条件改善などで成果をあげている事例などが報告されました。
　問題提起した東京医労連ヘルパー協議会の中村和司さんは、介護労働者の組織化を進めてきた経験を語りました。中村さんは組織化をさらに進めるよう訴えるとともに、ヘルパーの要望を社会的な課題に発展させようと強調し、「ヘルパーは社会に不可欠な役割を担っているにもかかわらず処遇はよくない。役割にふさわしい処遇を保障させるため、医労連の看護師闘争のようなたたかいを」と語りました。
　広島の参加者は「既存の広島市福祉サービス公社職員労組を母体に三月、広島介護福祉労組を結成した。民間の人も加入している。退職強要された人の相談を受けてすぐに社長と交渉し撤回させるなど、組合を立ち上げると効果がある」と語りました。東京のヘルパーも「一人ぼっちで不安だった。労組に入り、初の団交で昇給要件を改善させた。団交はすごい、労組に入ってよかったと喜んでいる」と報告しました。
　宮城の参加者は「生協関係のヘルパーを組織している。当初は保障されていなかった年休や記録時間の賃金は交渉で獲得した」と紹介。「現在は移動時間の賃金を要求しているが、コストのかかる要求を実現するのは困難」だとして、「国に対して介護報酬をもっと引き上げるよう要求するとともに、最賃の『時間額千円』のような、分かりやすく共感の広がる介護報酬要求を示してほしい」と要望しました。
　千葉の参加者は「全労連は介護に関する詳細な政策提起を行い、運動を進めやすくしてほしい」と述べました。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【連合通信06年10月3日付】
現場のヘルパーさんの声を届けた
―10月2日 厚生労働省交渉－
ヘルパー集会実行委員会は１０月２日、厚生労働省と交渉を行いました。中央社保協から提出した要請書８項目のうち、「４．訪問介護労働者の労働条件の確保について」「５．介護労働者の資格について」に重点をおいて交渉を行いました。交渉には、全労連・中央社保協のほか、東京、神奈川、大阪、広島、熊本、岡山などから計３１名が出席しました。厚労省側は社会援護局、労働基準局から各1名、老健局から2名の参加。
今回の交渉で確認では、労働基準局が法違反に対して厳密に対応すること、今後も06.8.27通達の周知・徹底を図っていくことを明らかにしました。また、問題となったことは、介護報酬が労働実態から算定されていないことで、老健局の今後の対応が求められます。さらに、介護職員基礎研修の実施について、政府として数値目標を示すこともできず、現実的な見通しがたっていないことが明らかになりました。（要請書別紙）

ヘルパー集会については昨年に引き続き、報告集を作成し、各組織の買取りとする予定です。
集会アピール
　
ヘルパー・介護労働者、事業者のみなさん
　「改正」介護保険が実施されて６ヶ月経った今日、介護の現場から深刻な事例が報告されています。訪問介護の現場からは、「介護サービスが減らされた」「ベッドや車椅子を返せといわれている」「訪問時間が短くなった」など悲惨な実態が出されています。介護施設からは、「入所の費用負担が大変」「施設を退所した」など悲痛な訴えが寄せられています。「改正」介護保険により、介護難民・ケアマネ難民などの言葉が社会的に通用するような深刻な事態が生まれました。

　また「改正」介護保険の矛盾が、介護労働者の労働環境に影響を与え、「時給が下がった」「訪問回数が増えたが賃金が減った」など深刻な事例が報告され、介護労働者から「ヘルパーの仕事を止めたい」「ヘルパーとして働きたくない」など切実な声が寄せられています。

介護事業者は、収入が減少して、介護事業を継続できるかどうか、深刻な実態に直面し、事業所の統廃合に踏み切った事業所や廃止を決めた事業所が増えています。

「改正」介護保険により、利用者・介護労働者・介護事業者が深刻な影響を受け、利用者により良い介護サービスを提供することが困難な事態になっています。

利用者に質の高い介護サービスを提供し、利用者が人間らしく暮らしていけるためには、介護保険制度の改善が重要な課題です。

このような事態のなか、地域の粘り強い運動によって自治体単独の援助事業が実現へしています。利用者・介護労働者・介護事業者が一致する要求課題で共同した運動を広げることが求められています。

ヘルパー・介護労働者、事業者のみなさん

今日、全国からヘルパー・ケアマネ・介護事業者など介護保障の充実を願う団体・個人が参加し、第５回全国ヘルパー学習交流集会を開催しました。全体会と分科会の場で、学習と交流を深め、運動がひろがり要求が実現した報告に確信を強めると同時に、ヘルパーの労働環境と介護保険制度改善、介護報酬改定を求めて運動することをみんなで確認しました。私たちは、全国すべてのヘルパー・介護労働者や、事業者、利用者の皆さんに一緒に運動を広げることをこの場から呼びかけます。

「ひとりぼっちのヘルパーをなくそう」の行動と運動を全国各地で進めましょう。地域から切実な声を集めて関係団体と共同して自治体に要請を起こしましょう。全国各地で運動交流の場を作りましょう。
２００６年１０月１日

　　　　　　　　　介護保険改悪1年、こんな理不尽は許さない！今こそみんなで見直そう　

第５回ヘルパー全国学習交流集会　
２００６年１０月２日

厚生労働大臣　柳沢　伯夫　殿

中央社会保障推進協議会
要　請　書
　改正介護保険法により、昨年１０月１日から介護保険３施設の食費と居住費の自己負担化が始まり、多くの退所者を出しています。また、本年４月からは新予防給付の開始と介護報酬改訂に伴い、軽度者の福祉用具取り上げと訪問介護の利用制限、地域包括支援センターが未整備な中での新予防給付のケアプラン８件上限規制による介護難民の発生など、現場ではさまざまな問題が浮上しています。介護労働者の資質向上に関しても、基礎研修が義務付けられ、１５０時間もの時間と費用をどうやって作り出せばよいのか、労働者も事業者も頭を悩ませています。介護労働者の資質向上にはまず、常勤で雇える介護報酬にすることが必要です。

　つきましては、ヘルパー介護労働者の労働条件を向上し、よりよい介護を利用者に届けるために下記事項の実現にご尽力頂くよう要請致します。

１　介護予防支援について
　　介護予防支援を受けられない、いわゆる「予防プラン難民」を生じないよう、当面以下の対策を講じること
① 介護予防支援費（１件４００単位）を引き上げること
② 特定事業所加算の要件（介護予防支援業務の委託を受けていないこと）の見直し、あるいは要件の経過的な緩和をはかること
③ 地域包括支援センターが介護予防支援業務を適切に行えるよう、体制の強化とそのために必要な財政的支援策を講じること
２　在宅生活の継続に必要な介護サービスの保障について
　　機械的な判断によってサービスを制限、打ち切ることはせず、個別のアセスメントに基づいて利用が必要と判断された介護サービスについては保険から給付すること
① 新予防給付への移行によってサービスの利用に支障をきたさないよう、当面の間、適切な激変緩和措置を講じること
② 更新認定の際、給付区分が確定するまでの期間であっても、従来の介護サービスの利用継続はもちろんのこと必要なサービスを保障すること

③同居家族がいても、必要なサービスは保障すること
３　特に、要支援１、要支援２、および要介護１に対する福祉用具の貸与について
① 要支援１、要支援２、要介護１への福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与の対象外種目について、サービス担当者会議で必要と判断した場合は、保険給付の対象とすること
③ 少なくても、既に福祉用具貸与を受けている利用者に対する「経過措置」の期間（２００６年９月末まで）を延長すること
４．訪問介護労働者の労働条件向上について

先の国会審議において労働実態を調査するとされています。厚生労働省からも04.8.27通知が出されていますが、まだまだ改善が図られていない実態が多数見受けられます。

①各都道府県において事業所への周知徹底を図ること、介護報酬の引き上げなど、04.8.27通知に基づく実効があがるよう、対策を強めること。

②賃金、労働条件など介護労働者の労働実態の把握を急ぐこと

③福祉人材確保対策基本指針の実効ある改善を求めます。

５．介護労働者の資格について

介護福祉士に統一していくこととしていますが、現在の資格からの移行措置がヘルパーや事業所の負担の少ない形で行われるために以下の事項の実現を求めます。

　　①介護職員基礎研修の受講時間の有給保障と受講費用の公費負担を

　　②介護福祉士受験費用の引き下げを

　　③移行措置期間中の資格取得を促進するために、介護福祉士試験の回数を年２回とすること

６．利用者・被保険者の費用負担について

①介護報酬単価の引き上げが利用料に直接反映する仕組みを改め、国庫補助金を増やすこと

　　②介護保険料について１号被保険者の定額制を改め、収入に応じた定率性とすること。

当面、低所得者の減免を実施すること。

　　②利用料２～３割負担への引き上げや、２０歳以上への拡大などの改悪を行わないこと。

７．情報公開に伴う調査費用の公費負担について

　　調査に関する費用が事業所負担となっており、事業者の経営を圧迫しています。調査費用は国または自治体で負担すること。もしくは一部を補助すること。

　

８．訪問介護、訪問看護に関わる駐車許可について

　　都道府県によって対応にばらつきがあります。警察庁と調整のうえ、双方で通達をおろしてください。特に本年４月実施の予防給付に係る事業、直行直帰の訪問介護労働者の駐車許可についての徹底を求めます。その際、許可期間は６ヶ月から１年単位とし、申請方法の簡素化をはかること。

以上







第5回ヘルパー集会～参加者からの感想～


参加者からの感想は３９名。「問題提起など介護保険制度などの全体の特徴をわかりやすく説明していただき、今後、自分が介護現場でどのような展望をもって働くのか勇気がわきました。」（５０代　女性、ホームヘルパー　組合加入）「実務にリアルなお話で共感できました。もっとお話を聞いていきたいところです。」（３０代　女性　ケアワーカー）「介護・福祉に携わる各団体から深刻な生の声が聞かれ、とても有意義でした。自分の意識の低さを痛感しつつ、よりよく生き、働ける環境を共に作り上げるネットワーク、その一員になれた嬉しさと誇らしさを感じました。「直行直帰」――私には、働き易いことだと思っていたら、ヘルパーの立場を向上させない足かせになっていたとは目からウロコでした。」「初めて参加しました。直行直帰の仕事は気楽でいいとは思いますが、反面さびしさや語る人、相談相手、愚痴る人がほしいと思っています。こういう集まりがあり、運動していることを肌で感じ、心強く思っています。もっと事業所で発言していこうかとおもいました。」「会場いっぱいの参加者で感激しました。その位今回の「改正」にはみんなが怒りを持っているのだと感じました。発表者も充実していてよく心に届きました。」（６０代以上　ホームヘルパー　組合加入）など。





～大いに話した分科会～


分科会は以下の４分科会で、ヘルパー集会としては初めて持ったものですが、参加者からは全体会一本よりも、多くの人数が話し合いに参加できるためおおむね好評でした。◆第１分科会は「介護保険改悪１年～現場からの検証」＝講師；小川栄二さん（立命館大学）、参加者は７６人で、感想は「いろいろな事例報告を聞き、現場の実態はかなり厳しいと感じました。私も登録ヘルパーの一人として働く自分の立場を守らなければならない。そのためには勉強が必要だと思いました。」（40代　女性　ホームヘルパー　未加入）など。◆第２分科会は「これからどうなる介護職員基礎研修」＝講師；吉田乃美さん（シルバー新報編集部）、参加者は３５名、感想は「厚生労働省が掲げる基礎研修、介護福祉士、国家資格のあり方にさらに疑問を感じます。報酬の低い中、現場のヘルパーは低賃金で労働をしています。スキルアップ、キャリアップとばかりに求められ、介護現場の厳しさを国は理解していないのだと改めて思いました。」（30代　女性　ケアワーカー）など。◆第３分科会は「元気に仕事をするために～地域での運動交流」＝助言者；中村和司さん（東京地評ヘルパー労組連絡会）、参加者は３２名、感想は「各地の取り組みの状況がわかってよかった。国に対して介護報酬を抜本的に引き上げるように強く要求する運動が大事。そのためにもわかりやすい政策、スローガンが必要。『年休も移動時間給も払える介護報酬大幅引き上げを！』『ヘルパーの権利を実現できる介護報酬の大幅引き上げを！』」（40代　団体専従）など。◆第４分科会は「介護保険改悪とケアマネの仕事～ケアマネ交流会」＝助言者；大石康子さん（福祉保育労　大阪地本）、参加者は１７名、感想は「ケアマネとしての悩みは皆同じで、行政への関わり方など勉強になりました。」（50代　女性　ケアマネ）など
































